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自 令和03年12月22日

至 令和04年09月30日

HappyTechSpot株式会社



（単位：円）

貸借対照表
令和04年09月30日 現在

HappyTechSpot株式会社

資産の部

科目 金額

【流動資産】 5,916,504

現金及び預金 3,781,218

売掛金 2,068,000

前払費用 67,286

【繰延資産】 208,360

創立費 208,360

  

  

  

  

  

  

  

  

  

資産の部合計 6,124,864

負債の部

科目 金額

【流動負債】 1,090,259

未払金 312,482

未払費用 508,411

預り金 192,066

未払法人税等 77,300

負債の部合計 1,090,259

純資産の部

科目 金額

【株主資本】 5,034,605

資本金 5,000,000

利益剰余金 34,605

その他利益剰余金 34,605

繰越利益剰余金 34,605

（うち当期純利益） 34,605

純資産の部合計 5,034,605

負債・純資産の部合計 6,124,864



（単位：円）

損益計算書

自 令和03年12月22日

至 令和04年09月30日

HappyTechSpot株式会社

科目 金額

【売上高】

売上高 8,861,127 8,861,127

【売上原価】

仕入高 223,130

合計 223,130

売上総利益 8,637,997

【販売費及び一般管理費】 8,530,833

営業利益 107,164

【営業外収益】

受取利息 8

為替差益 4,734 4,742

【営業外費用】

経常利益 111,906

【特別利益】

【特別損失】

税引前当期純利益 111,906

法人税等 77,301

当期純利益 34,605



（単位：円）

販売費及び一般管理費内訳書

自 令和03年12月22日

至 令和04年09月30日

HappyTechSpot株式会社

科目 金額

【販売費及び一般管理費】

役員報酬 2,601,000

給与 900,000

役員賞与 433,500

法定福利費 480,975

福利厚生費 44,003

荷造運賃 2,685

旅費交通費 2,835,490

通信費 107,625

備品・消耗品費 352,956

車両費 87,923

地代家賃 540,000

租税公課 4,000

支払手数料 29,362

会議費 102,568

新聞図書費 8,746

販売費及び一般管理費合計 8,530,833



（単位：円）

株主資本等変動計算書
自 令和03年12月22日

至 令和04年09月30日

HappyTechSpot株式会社

株主資本

資本金 当期首残高 5,000,000

当期変動額 0

当期末残高 5,000,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 当期首残高 0

当期変動額 当期純利益 34,605

当期末残高 34,605

株主資本合計

当期首残高 5,000,000

当期変動額 34,605

当期末残高 5,034,605

純資産の部合計

当期首残高 5,000,000

当期変動額 34,605

当期末残高 5,034,605



個別注記表

自 令和03年12月22日

至 令和04年09月30日

HappyTechSpot株式会社

  １．この計算書類は、「中小企業の会計に関する指針」によって作成しています。

  ２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

      （１）資産の評価基準及び評価方法

          ①棚卸資産の評価基準及び評価方法

              総平均法による原価法

      （２）固定資産の減価償却の方法

          ①有形固定資産

              定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）及び平成２８年

              ４月１日以降取得した建物附属設備並びに構築物については定額法）を採用しています。

          ②無形固定資産

              定額法を採用しています。

      （３）引当金の計上基準

          ①貸倒引当金

              債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定による法定繰入率

              （1000分の6）により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています。

      （４）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

          ①消費税等の会計処理

              消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

  ３．株主資本等変動計算書に関する注記

      （１）当該事業年度の末日における発行済株式の数            500株

      

                                                                                                以上


